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総括研究報告書 

大規模疫学研究データと診療報酬明細書（レセプト）データを用いた 

一般住民における入院外統合失調症及び統合失調症関連障害の有病率推定方法 

の開発に関する研究 

研究代表者  太田 充彦 藤田医科大学医学部公衆衛生学講座教授 

A．研究目的 

本研究の目的は、日本における入院外統

合失調症および統合失調症関連障害（短期

精神病性障害、妄想性障害、統合失調感情障

害、および統合失調症様障害）（以下、統合

失調症等）の有病率を、大規模疫学研究や診

療報酬明細書（以後、レセプト）のデータを

用いて推定する方法を開発することである。 

統合失調症等を含む精神障害者の地域移

行・地域定着のためには、地域で精神障害者

を支える体制が不可欠である。精神障害に

も対応した地域包括ケアシステムは、精神

障害者が地域の一員として安心して自分ら

しい暮らしをすることができるよう、医療、

障害福祉・介護、住まい、社会参加、地域の

助け合いが包括的に確保された地域の構築

を目指している。この政策を実現するため

には、入院外を含めた統合失調症等の有病

率を明らかにしたうえで、退院後の医療・ア

ウトリーチ等の継続支援、住まいの確保支

援、家族への支援などに必要なニーズを算

出し整備する必要がある。 

これまでに日本における入院外統合失調

症有病率を一定以上の精度で推定した研究

はない。米国 National Institute of 

Mental Healthによれば、米国および世界の

入院外統合失調症有病率は人口の約 0.5%と

研究要旨 

本研究の目的は、日本における統合失調症等の有病率を、大規模疫学研究やレセプトデ
ータを用いて推定する方法を開発することである。令和 3 年度は研究スキームを作成す
るとともに、関連する先行知見のシステマティックレビュー、疫学研究を利用した入院外
統合失調症等患者の抽出ロジックの構築のための研究およびレセプトおよび診療録デー
タを使った入院外統合失調症等患者の抽出ロジックの構築のための研究の計画策定とそ
の一部実施を行った。
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見込まれている。日本は他の先進国に比べ

て精神病棟が多く、統合失調症による長期

入院が多いといった特有の精神科医療状況

もあり、他国の入院外統合失調症有病率が

当てはまらない可能性がある。 

日本において、一般住民を対象とした既

存の大規模疫学研究で統合失調症等の有病

率を推定する試みは行われていない。しか

し、既存の大規模疫学研究においても導入

されている精神疾患の既往、主観的健康感、

生きがい、幸福感、睡眠時間、不眠症状、身

体活動、気分症状、自覚ストレス、就労状況

などの質問に対して統合失調症を有する者

が持つ特異な回答傾向が見つかれば、これ

をもとに統合失調症患を有する者を判別す

る統計学的予測モデルを作成できる。これ

を既存の大規模疫学研究データに外挿して

日本の一般住民における入院外（外来受診

＋未受診）統合失調症等有病率を推定する

ことが可能となる。 

レセプトデータを利用した入院外統合失

調症等有病率の推定の標準的方法を開発す

るためには妥当性検証(validation study)

が必要である。外来受診統合失調症等有病

率を正しく推定するためには、レセプトに

記載された全ての傷病名を検討した上で、

統合失調症等が含まれる割合を明らかにす

る必要がある。レセプトから把握可能な処

置や処方薬を組み合わせたロジックを構築

し、入院外の統合失調症等を有する者をよ

り正確に把握する手法を開発することで有

病率の推計が容易になると期待できる。 

Ｂ．研究方法 

 令和 3～5 年度の研究期間において日本

における入院外の統合失調症等の有病率を、

大規模疫学研究やレセプトデータを用いて

推定するスキームを研究者間で協議し、作

成した。 

C．研究結果 

図 1 に示す通り、研究目的を達成するた

めのスキームを作成した。また、このスキー

ムを達成するための各年度のマイルストー

図１．研究スキーム 
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ンおよびタイムラインを作成した（表、図

2）。以下に、各研究の詳細を示す。 

研究１．文献レビュー 

国内外における統合失調症を有する者の

有病率および身体的・精神的・社会的併存症

(comorbidity)に関して文献レビューを令

和 3 年度に行った。結果は岩田仲生研究分

担者による分担報告書において報告する。

この結果を参考にして、令和 3 年度に下記

研究 2・3 の研究計画を確定するとともに、

研究 2（ア）のインターネット調査を実施し

た。 

研究２．疫学研究を用いた入院外統合失調

症等有病率を推定する研究 

(ア)既存質問紙調査を利用した統合失調症

を有する者を判別するロジックの開発 

 健康状態や生活状況・社会とのかかわり

は統合失調症等の有無により異なることが

予想される。統合失調症を有する一般住民

と有さない一般住民に対してインターネッ

ト調査を行ってその差異を明らかにしたう

えで、統合失調症を有する者を判別する統

計学的モデルを作成することとした。イン

ターネット調査は令和 3 年度に実施したが、

その結果は李媛英研究分担者による分担報

告書において報告する。内的妥当性の確認

令和

3年

度 

○ 研究 1：レビューにより、国内外における統合失調者等患者の有病率およ

び統合失調症のスクリーニングに有用な方法に関する既存の知見をまとめ

る。

○ 研究 2：疫学研究を用いた入院外（外来受診＋未受診）統合失調症等有病

率を推定する研究計画の確定。

○ 研究 3：レセプトおよび診療録データを用いた入院外（外来受診）統合失

調症等有病率を推定する研究計画の確定。

令和

4年

度 

○ 研究 2：（ア）既存質問紙調査を利用した統合失調症患者を判別するロジック

の開発、および(イ)統合失調症等患者が疫学研究に参加する割合と決定要因

の探索の完了。

○ 研究 3：（ア）レセプト病名と処方薬を組み合わせた統合失調症等患者の抽

出の妥当性検証の完了、および（イ）大規模レセプトデータベースによる

入院外統合失調症等有病率の推計の着手。

令和

5 年

度 

○ 研究 2：(ウ)大規模疫学研究データによる入院外統合失調症等有病率の推

定の完了。

○ 研究 3：（イ）大規模レセプトデータベースによる入院外統合失調症等有病

率の推計の完了。

○ 研究 4：大規模疫学研究・大規模レセプトデータから推計した入院外統合

失調症等有病率の比較の完了。

表１．各年度末のマイルストーン 
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は、インターネット調査のサンプルを使用

して行うこととした。外的妥当性の確認は、

藤田医科大学病院精神神経科外来に通院す

る統合失調症等患者、その他の精神障害患

者、および統合失調症の無い者からなるサ

ンプル人に当てはめて実施することとした。 

(イ)統合失調症を有する者が疫学研究に参

加する割合と決定要因の探索 

統合失調症を有する者の疫学調査への参

加率は一般住民よりも低いことが予想され

る。本研究では、統合失調症を有する者が疫

学研究に参加する割合や参加の決定要因を

明らかにする。令和 3 年度にこの研究計画

を策定した。統合失調症等の患者サンプル

を藤田医科大学精神神経科の協力で作成し、

疫学研究への参加を依頼されたときに参加

するかを尋ねることによって統合失調症を

有する者の疫学調査への参加率を算出する

こととした。また、参加するとした者の特徴

も記述することとした。研究計画の詳細は

太田充彦研究代表者の研究報告書において

報告する。 

 

(ウ)大規模疫学研究データによる入院外統

合失調症等有病率の推定 

研究 2（ア）で明らかにした統合失調症を

有する者を判別するロジック、および研究 2

（イ）で明らかにした統合失調症を有する

者が疫学研究に参加する割合を既存の大規

模疫学研究データベースに外挿し、一般住

民における入院外統合失調症等有病率を推

定することとした。研究計画の詳細は引き

続き令和 4 年度においても検討することと

した。 

 

研究３．レセプトおよび診療録データを用

いた入院および入院外統合失調症等有病率

を推定する研究 

(ア)レセプト病名と処方薬を組み合わせた

統合失調症等患者の抽出の妥当性検証 

レセプト病名「統合失調症、統合失調感情

障害、統合失調症様障害、及び妄想性障害」

が付与されている、および抗精神病薬など

を処方されている患者を藤田医科大学病院

精神神経科にて治療中の患者から抽出し、

その診療録を精神科専門医が精査し、統合

研究 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

1.文献レビュー 
 

  

2.疫学研究データによる 

有病率推計ロジック開発 

   

（ア）、（イ）  
 

 

（ウ）   
 

3.レセプトデータによる 

有病率推計ロジック開発 

   

（ア）  
 

 

（イ）   
 

4.大規模疫学研究・大規模レセプト

データから推計した有病率の比較 

  
 

 

図 2．研究のタイムライン 
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失調症等であるかを判断し、この結果を基

に、レセプト病名と処方に基づいて抽出し

た患者が統合失調症等である感度・特異度

を求め、有病率推定に適切なレセプト病名・

処方薬の組合せを探索することとした。令

和 3 年度はこの計画を策定するとともに、

抽出の際に用いる抗精神病薬のリストアッ

プを行った。その詳細は岸太郎研究分担者

の研究報告書において報告する。 

(イ)大規模レセプトデータベースによる入

院および入院外統合失調症等有病率の推計 

研究 3（ア）で構築したレセプト病名・処

方薬の組合せと感度・特異度を大規模レセ

プトデータベースに外挿して統合失調症等

の患者を抽出し、有病率を推計することと

した。研究計画の詳細は引き続き令和 4 年

度においても検討することとした。 

令和 3 年度は生活保護受給者がレセプト

データを用いた推計から除外されることが

与える影響を評価した。政府統計データを 2

次分析したところ、統合失調症による医療

扶助件数を受けている生活保護被保護実人

員の割合は 2％強と高かった。しかし、人口

に占める生活保護受給者かつ統合失調症に

よる医療扶助を受けている者の割合が約

0.03%と低かったため、生活保護受給者を統

合失調症の有病率推計から除外することの

影響は小さいと考えられた。詳細は谷原真

一研究分担者の研究報告書において報告す

る。 

研究４．大規模疫学研究・大規模レセプトデ

ータから推計した入院外統合失調症等有病

率の比較 

研究 2（ウ）・3（イ）より推定された入院

外統合失調症等の有病率を比較することと

した。詳細な研究計画は研究 2（ウ）・3（イ）

の進展も勘案し、令和 4・5年度において引

き続き検討することとした。 

（倫理面への配慮） 

 本研究はヘルシンキ宣言および人を対象

とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（文部科学省、厚生労働省、経済産業省）

に則って実施した。令和 3 年度に実施した

研究 2(ア)のインターネット調査は、藤田医

科大学医学研究倫理審査委員会の審査を受

け、藤田医科大学長の承認を得て実施した。

その他の既存資料のみを分析した研究およ

び研究計画策定協議に関しては倫理審査の

対象外であった。利益相反管理は研究代表

者・分担研究者が所属する藤田医科大学利

益相反委員会および久留米大学利益相反マ

ネジメント委員会へ申請を行い、適切に各

大学において管理している。 

Ｄ．考察 

 長期入院精神障害者の地域移行について

は、精神障害にも対応した地域包括ケアシ

ステムの下、地域生活中心という理念を基

軸としながら精神障害者の一層の地域移行

を進める地域づくりが推進されている。一

般住民における入院外統合失調症等有病率

の正しい推定は、精神障害にも対応した地

域包括ケアシステムの推進に必要な保健・

医療・福祉資源量を見積もり、不足分を整備

するために不可欠な行政資料となるだけで

なく、日本の統合失調症治療・ケアを国際

的・学術的に報告する上でも重要な医学的

エビデンスとなる。よって、本研究の成果は

研究報告書としてまとめて行政の基礎資料

にするだけでなく、学術知見として学術雑
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誌においても発表する予定である。 

疫学研究データを利用して統合失調症等

有病率を推定するロジックが開発できれば、

既存の複数の大規模疫学研究データを用い

て日本の一般住民における入院外（外来受

診＋未受診）統合失調症等有病率を推定す

ることが可能になる。また、国民皆保険であ

り、加入する保険の種類によらず保険適用

となる診療行為が同一となるわが国のレセ

プトを利用した研究は、悉皆性の非常に高

い研究を可能とするため、国際的にも類を

見ない研究を可能とする。本研究を通じて

レセプトデータから特定の傷病の患者抽出

方法が開発されることで、レセプトデータ

を活用した研究がさらに発展することが期

待できる。 

Ｅ．結論 

 日本における統合失調症等の有病率を、

大規模疫学研究やレセプトデータを用いて

推定する方法を策定した。文献レビューを

行い、国内外における統合失調症を有する

者の有病率および身体的・精神的・社会的併

存症に関する最新の知見をまとめた。一般

住民を対象としたインターネット調査を実

施し、統合失調症を有する者と有さない者

の健康状態や生活状況・社会とのかかわり

の差異を明らかにした。本研究の最終的な

成果として、大規模疫学研究データとレセ

プトから日本における入院外統合失調症有

病率を明らかにできることが期待できる。 

Ｆ．健康危険情報 

該当なし 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

なし 

２．学会発表 

なし 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含

む。） 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

なし 
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厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 

分担研究報告書 

統合失調症者の健康状態と身体的・精神的・社会的併存症についての既存知見 

に関する研究 

研究分担者  岩田 仲生 藤田医科大学医学部精神神経科学講座教授 

A．研究目的 

 本研究では文献レビューを行い、統合失

調症を有する者の有病率および統合失調症

を有する者の主観的健康感・幸福感・生活満

足度や身体的、精神的、社会的併存症に関す

る最新の知見を要約した。 

統合失調症は、世界で 2000 万人以上が罹

患している精神疾患である。有病率は世界

を通じて 1%であるとされているが、日本に

おいて一般住民を対象として有病率を明ら

かにする疫学研究は行われていない。日本

は 30万床以上の精神病床を有する。この数

は経済協力開発機構（OECD）加盟国の中で圧

倒的に多い。日本において、精神科入院患者

の約半数は統合失調症またはその関連疾患

であり、その 70％以上が 1年以上入院して

いる。このような統合失調症の治療状況が

世界と大きく異なる日本において、一般住

民における統合失調症の有病率が他国と同

様であるかは不明である。 

 統合失調症を有する者は陽性症状（幻覚、

妄想、思考の障害など）、陰性症状（意欲・

自発性・感情表現の低下など）、認知機能障

害などのさまざまな症状を呈し、身体的、精

神的、社会的併存症を続発する。この知見を

まとめ、李媛英分担研究者が実施した既存

質問紙調査を利用した統合失調症を有する

者を判別するロジックの開発に関する研究

に応用することを目指した。 

研究要旨 

文献レビューを実施し、統合失調症を有する者の有病率、主観的健康感・幸福感・生活満
足度、身体的・精神的・社会的併存症に関する最新の知見を要約した。統合失調症者は、
個人差はあるものの、主観的健康感、幸福感、生活満足度が低かった。薬物療法が体重増
加と便秘の原因となるほか、人種や入院が体重減少に影響を与えた。統合失調症患者は口
腔内の健康状態が悪く、生活習慣病の有病率が高く、食行動も独特であった。うつ病・睡
眠障害、喫煙・アルコール・薬物摂取が併存する頻度が高かった。問題のあるインターネ
ットやスマートフォンの使用、ストレス認知に関する研究結果は限られていた。統合失調
症患者では、健康リテラシーの低さ、予防可能な行動の軽視が頻繁にみられた。低学歴、
貧困、無職、未婚・独身、社会的認知が低い傾向があり、ソーシャルサポートが少なく、
ソーシャルネットワークが狭かった。
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Ｂ．研究方法 

 このレビューでは、統合失調症の有病率、

主観的健康感・幸福感・生活満足度、身体

的・精神的・社会的併存疾患を報告した論文

を対象とした。身体的併存疾患として、過体

重と肥満、口腔衛生、生活習慣病、便秘、食

行動などを取り上げた。精神的併存疾患と

して、うつ病と睡眠障害、喫煙・アルコー

ル・薬物摂取、問題のあるインターネットや

スマートフォンの使用、ストレス知覚とア

ロスタティック負荷を取り上げた。社会的

併存疾患として、健康リテラシーと行動、社

会経済的状態（教育、雇用、収入、配偶者の

有無、家族構成など）、社会的認知バイアス、

サポート、ネットワークを取り上げた。これ

らの用語を用いて、関連する可能性のある

論文を収集した。既存のシステマティック

レビューやメタアナリシスの結果を優先し

て検索した。それらがない場合は、既存のコ

ホート研究、症例対照研究、横断研究を参照

した。2022年 2月までに発表された文献を

PubMed で検索した。このレビューに採用し

た既存研究は、英語で書かれた臨床研究お

よび疫学研究に限定した。 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究は公開された既存論文の結果を要

約したものである。本研究実施にあたって

適用される倫理指針は存在しない。 

 

C．研究結果 

1.有病率 

Simeone ら(2015)のシステマティックレ

ビューでは、過去 12ヶ月および生涯の有病

率の中央値は 0.33%と 0.48%と報告された。

Moreno-Küstnerら(2018)のシステマティッ

クレビューでは、時点、過去 12ヶ月、およ

び生涯の有病率の中央値はそれぞれ 0.39%、

0.40%、0.75%であると報告された。これらに

は日本において行われた研究結果は利用さ

れていない。日本では、Okui(2021)が患者調

査のデータを用いて、統合失調症と妄想性

障害の有病率を約 0.7％と推定した。 

 

2.主観的健康感、幸福感、生活満足度 

Fervaha ら(2016)はカナダでの横断的研

究で、統合失調症を有する者とそうでない

若年成人の主観的健康感、幸福感、生活満足

度を比較した。全体的には、統合失調症を有

する者は健康対象者よりも主観的健康感、

幸福感、生活満足度の平均点が低かった。同

様の知見はスペインの成人を対象とした別

の研究でも確認された(Gutiérrez-Rojas 

et al., 2021)。なお、Fervahaらは主観的

健康感、幸福感、生活満足度の個人の得点の

ばらつきが広く、統合失調症を有する者と

そうでない若者の間でかなり重なっている

ことも指摘した。 

 

3.身体的併存症 

3.1.過体重と肥満 

 Mitchellら(2013)によるメタアナリシス

では統合失調症を有する者のほぼ半数が肥

満であると報告された。統合失調症を有す

る者が過体重・肥満であるかは、受けている

治療によって異なる可能性があった。Shar

ら(2019)によるシステマティックレビュー

では、健常対照者と比較して抗精神病薬を

投与されていない統合失調症患者と最小限

の治療しか受けていない統合失調症患者で

は、body mass index (BMI)が低く、腹囲に

差がないことが示された。抗精神病薬は統
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合失調症を有する者の過体重・肥満の原因

となっていた。Tariiconeら(2010)によるメ

タアナリシスでは、抗精神病薬未使用の患

者の体重と BMI が抗精神病薬の投与開始後

に増加することが示された。Tekら(2016)ら

のメタアナリシスでは、初発精神病患者に

おいて、ジプラシドンを除くハロペリドー

ル、オランザピン、クエチアピン、リスペリ

ドンなどの抗精神病薬が体重や BMI の増加

と関連があった。彼らは抗精神病薬の服用

期間が長いほど、体重増加が多いことも示

された。これらの知見は抗精神病薬の副作

用として体重超過や肥満があることを示し

ている。 

統合失調症を有する患者における体重増

加は人種によって異なる可能性がある。Tek

ら(2016)らのメタアナリシスでは、欧米に

おける体重増加とは対照的に、アジアでは

体重増加が少なかったと報告された。統合

失調症を有する患者の低体重に焦点を当て

た Sugawara ら(2018)のメタアナリシスに

よれば、日本の統合失調症を有する入院患

者の低体重の有病率は 17.6％で、世界の統

合失調症を有する患者に比べて 3 倍近く高

かった。  

 

3.2.口腔衛生 

 統合失調症を有する者の口腔内の健康状

態が悪いことを報告した 2 つのメタアナリ

シスがあった(Yang et al., 2018; Sun et 

al., 2021)。いずれの研究も、統合失調症

を有する者は健常対照群と比較して、 

Decayed, Missing, and Filled Teeth（DMFT）

指数が高いことを明らかにした。この指数

は、虫歯、欠損、充填歯の合計数が多いほど、

欠損歯や虫歯の数が多いほど、充填歯の数

が少ないほど高い値となる。この結果は、口

腔衛生状態が悪く、歯科治療、予防、治療の

機会が少ないことを示唆している。 

 

3.3.生活習慣病 

 統合失調症を有する者において生活習慣

病が高い割合で併存することが報告されて

いた。Zareifopoulosら(2018)のシステマテ

ィックレビューによれば、統合失調症患者

が慢性閉塞性肺疾患(COPD)を併発する可能

性は一般集団の約 1.5 倍であった。統合失

調症を有する者におけるメタボリックシン

ドロームの有病率は 30％以上と高いことを

指 摘 し た メ タ ア ナ リ シ ス が あ っ た

(Mitchell et al., 2013; Vancampfort et 

al., 2015)。Mamakouら(2018)のレビューで

は、統合失調症を有する者における 2 型糖

尿病の有病率は 8％～23.3%と報告された。

Mitchell ら(2013)のメタアナリシスでは、

統合失調症を有する者の約 19％が高血糖、

38.7％が高血圧、39.3％が高トリグリセリ

ド血症を有していることが示された。 

 

3.4.便秘 

 統合失調症を有する者は便秘になること

が多い。クロザピンと便秘やイレウスとの

関連が多く調べられてきた。Shirazi ら

(2016)のメタアナリシスでは、クロザピン

を服用している統合失調症患者の約 3 分の

1が便秘を経験していると推定された。この

メタアナリシスでは、クロザピンを服用し

ている者においては他の抗精神病薬を服用

している患者よりも有意に便秘が起こるこ

とが報告された。Nielsenら(2012)は、クロ

ザピン服用中の統合失調症を有する者は、

他の向精神薬服用中の者と比較してイレウ
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スになるリスクが 2 倍高いことを報告した。

クロザピンは他の向精神薬に比べて致死的

なイレウスを引き起こす頻度が高かった。 

 

3.5.食行動 

統合失調症を有する者の食行動・栄養摂

取に焦点を当てたシステマティックレビュ

ーが 2編あった。Teasdaleら(2019)は、統

合失調症を有する者は健常者と比較してエ

ネルギーと食塩の摂取量が多いことを明ら

かにした。Dipasquale ら(2013)は、統合失

調症を有する者は飽和脂肪を多く摂取し、

食物繊維、果物および不飽和脂肪酸の接種

が少ないことを指摘した。 

 

4.精神的併存症 

4.1.うつ病と睡眠障害 

統合失調症を有する者には、うつ病の併

存が多くみられた。Etchecopar-Etchartら

(2021)のメタアナリシスでは、大うつ病性

障害の併存有病率の推定値は 32.6％と報告

された。Crespo-Facorroら(2021)のシステ

マティックレビューでは、健康対照者と比

べて初発の統合失調症を有する患者はより

頻繁にうつ症状を示していることが示唆さ

れた。この研究では、初期の統合失調症を有

する者と慢性期の統合失調症を有する者の

どちらがより重度の抑うつ状態を示すかに

ついては、既存の知見に一貫性がないこと

も示された。Cottonら(2013)によれば、初

発の統合失調症を有する者と分裂感情障害

を有する者の間で大うつ病性障害の併存有

病率に有意差は認められなった。 

睡眠障害は統合失調症でしばしば認めら

れる。Meyerら(2020)のメタアナリシスでは、

寛解した統合失調症を有する者では睡眠時

間が長く、全睡眠時間、在床時間、睡眠潜時

が長いと報告された。Waite ら(2020)は、不

眠症（50％）および悪夢障害（48％）が統合

失調症を有する者の最も一般的な睡眠問題

であることを報告した。 

 

4.2.喫煙、アルコール、薬物摂取 

アメリカで行われた多施設研究では、統

合失調症を有する者では喫煙者、飲酒者、薬

物使用者の割合が一般人口集団よりも高か

った(Hartz et al., 2014)。喫煙が統合失

調症発症の危険因子であることがメタアナ

リシス(Hunter et al., 2020)やメンデルラ

ンダム化解析(Wootton et al., 2020)にお

いて示されていた。 

 

4.3. 問題のあるインターネットやスマー

トフォンの使用 

インターネット中毒とも呼ばれる問題あ

る イ ン タ ー ネ ッ ト の 利 用 (PIU: 

problematic internet use)は、日常生活に

支障をきたすような持続的なインターネッ

トの強迫的利用と特徴づけられる。Lee ら

(2018)が韓国で行った横断研究では、統合

失調症スペクトラム障害を有する者の約

22％が PIU を持っていることが示された。

これらの者では知覚ストレスが高く、コー

ピング戦略が機能不全になっている傾向が

あった。近年スマートフォンの普及に伴い、

PIU は次第に問題的スマートフォン使用

(PSU: problematic smartphone use)という

形で現れている。韓国の研究(Lee et al., 

2019)では、PSUの重症度は不安の高さと同

意性の低さの両方と有意に関連していた。

これらの研究の対象者には健常対照者が含

まれていないため、統合失調症を有する者
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においてインターネット中毒が健常対照者

よりも高い割合で見られたかは不明である。  

 

4.4.ストレス知覚とアロスタティック負荷 

ストレスは統合失調症のさまざまな病期

において重要な役割を担っていることから、

統合失調症の病因病態生理と関連づけられ

ている(Nugent et al., 2015)。Gutiérrez-

Rojas ら(2021)は統合失調症を有する者が

健常対照群と比べてストレスを知覚しやす

いことを見いだしたが、Nugentら(2015)は

この関連を確認できなかった。Nugent ら

(2015)はアロスタティック負荷、すなわち、

外的ストレス因子に反応した後に身体が経

験する消耗に注目した。Nugentら(2015)は、

統合失調症を有する者は健常対照者と比較

してアロスタティック負荷が大きく、初期

と慢性期の統合失調症を有する者の両方で

アロスタティック負荷が大きいことを報告

した。 

 

5.社会的併存症 

5.1.健康リテラシー/行動 

Degan ら(2021)のシステマティックレビ

ューによれば、統合失調症を有する者では

健康に関するリテラシーが低い傾向にある。

Kimら(2019)の横断研究によれば、精神病を

有する者（うち 85％が統合失調症）は予防

行動に対する理解や身体的疾患に対する知

識が低く、健常対照者と比べて、定期的な健

康診断や運動をすること、がんの早期発見

や生活習慣病のコントロールの重要性を認

識することが少なかった。 

 

5.2.社会経済的要因（教育、雇用、収入、婚

姻状況、家族構成） 

既存のシステマティックレビューやメタ

アナリシスでは、統合失調症を有する者は

健常対照者と比べて学歴( Dickson et al., 

2020)や就業率(Crespo-Facorro et al., 

2021)が低いことが示された。中国の研究で

は、低収入と統合失調症の関連が個人レベ

ルで確認された(Ding et al., 2020)。 デ

ンマークの人口ベースのデータを用いた研

究では、統合失調症を有する者は独身であ

ることが多いことが明らかになった

(Agerbo et al., 2004; Hakulinen et al., 

2019)。中国の統合失調症を有する者におい

ては、社会的機能不全と婚姻状況との間に

関連があった(Li et al., 2015) 。日本に

おいては、ホームレスの約 10％が統合失調

症などの精神病性障害と診断されているこ

とが報告されている(Nishio et al., 2017)。 

 

5.3.社会的認知の偏り、社会的支援、ネット

ワーク 

Savlaら(2013)のメタアナリシスでは、健

常対照者と比較して、統合失調症を有する

者は社会的認知、すなわち、知識ベースと一

連のスキルに本質的に依存する社会的手が

かりと行動を支配する能力が低いことが示

された。心理学的研究により、社会的認知バ

イアスは統合失調症を有する者の対人葛藤

に関連する認知、症状、機能についての情報

をもたらすことが明らかになった(Buck et 

al., 2016)。 

統合失調症の人は孤独であることが多く、

人間関係の構築、社会的支援、地域社会への

溶け込みがうまくいかず、友人がいないこ

とが指摘されている(Perese & Wolf, 2005)。

Megnanら(2018)らのシステマティックレビ

ューによれば、ソーシャルネットワークの

11



規模が小さいことと統合失調症の人の精神

症状が重いことが関連していた。オースト

ラリアの全国規模の調査では、精神病を有

する成人（うち 47％は統合失調症、16％は

統合失調感情障害）は孤独を感じる頻度が

高く（80.1%）、より多くの友人を欲するもの

が 48.1%いたことが示された(Stain et al., 

2012)。 

 

Ｄ．考察 

 統合失調症の有病率に関するメタアナリ

シスにおいては、時点有病率や過去の一定

の期間（過去 6か月・12か月など）の有病

率よりも高くなる生涯有病率においてさえ

も中央値が 1%を大きく下回っていた。日本

において統合失調症有病率を明らかにしよ

うとした研究が少ないことは本レビューで

も明らかになった。 

 個人差があることに留意しなければなら

ないが、統合失調症を有する者は集団とし

ては主観的健康感・幸福感・生活満足度が低

く、さまざまな身体的、精神的、社会的併存

症を有していることが明らかになった。本

レビュー結果は、今回の厚生労働科学研究

費補助金研究においては、統合失調症を有

する一般住民と有さない一般住民に対して

インターネット調査を行って健康状態や生

活状況・社会とのかかわりの差異を明らか

にする研究も行った（結果の詳細は李媛英

分担研究者が報告）。本レビュー結果は、そ

の基礎資料として有用であった。 

世界保健機関（WHO）は Comprehensive 

Mental Health Action Plan 2013–2030 に

おいて、統合失調症患者の脱施設化、すなわ

ち精神障害者のケアの場を長期入院の精神

病院から非専門の地域ベースの医療環境に

移行し、包括的、統合的、かつ迅速な精神保

健・社会医療を提供することを提唱してい

る。こうした状況において、統合失調症の有

病率および併存症に関する知識は精神科専

門医だけのものではなく、精神科を専門と

しない地域医療従事者にとってもさらに必

要なものとなってくる。本レビューの結果

はこの目的にも活かせると考える。 

 

Ｅ．結論 

文献レビューを実施し、統合失調症を有

する者の有病率および統合失調症を有する

者の主観的健康感・幸福感・生活満足度や身

体的、精神的、社会的併存症に関する最新の

知見を要約することができた。 

 

Ｆ．研究発表 

１．論文発表 

 Yupeng He, Ayako Tanaka, Taro 

Kishi, Yuanying Li, Masaaki 

Matsunaga, Shinichi Tanihara, 

Nakao Iwata, Atsuhiko Ota. Recent 

findings on subjective well-being 

and physical, psychiatric, and 

social comorbidities in 

individuals with schizophrenia: A 

literature review. （投稿中） 

 

２．学会発表 

なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含

む。） 

１．特許取得 

なし。 
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２．実用新案登録 

なし。 

 

３．その他 

なし。 
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厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 

分担研究報告書 

既存質問紙調査を利用した統合失調症患者を判別するロジックの開発に関する研究 

研究分担者  李 媛英 藤田医科大学医学部公衆衛生学講座助教 

Ａ．研究目的 

 健康状態や生活状況・社会とのかかわり

は統合失調症等の有無により異なることが

予想される。岩田仲生研究分担者が実施し

た文献レビューにおいても、統合失調症を

有する者は主観的健康感・幸福感・生活満足

度が低く、様々な身体的・精神的・社会的併

存症を有することが示された（詳細は岩田

仲生分担研究者による分担報告書を参照さ

れたい）。国によって政治、文化、教育、宗

教、慣習、医療・保健・福祉制度といった社

会環境は異なる。統合失調症を有する者が

おかれている健康状態や生活状況・社会と

のかかわりは国・社会環境によって異なる

可能性がある。このことを利用して、既存質
問紙調査を利用した統合失調症患者を判別
するロジックの開発ができる可能性がある。
これに先立ち、日本において統合失調症を

有する一般住民と健康対照者に対してイン

ターネット調査を行い、健康状態や生活状

況・社会とのかかわりに差異があるかを調

べた。 

Ｂ．研究方法 

インターネット調査を利用した横断研究

を実施した。インターネット調査は楽天イ

ンサイト株式会社と契約を結び、実施を委

託した。対象者は同社にアンケートモニタ

研究要旨 

既存質問紙調査を利用した統合失調症患者を判別するロジックの開発に先立ち、日本に
おいて統合失調症を有する一般住民と健康対照者に対してインターネット調査を行い、
健康状態や生活状況・社会とのかかわりに差異があるかを調べた。統合失調症を有する者
223 人、健康対照者 1776 人から回答を得た。統合失調症を有する者では、肥満・過体重、
生活習慣病、精神症状（うつ、不眠、他者への不信）、自覚ストレスの併存が高いこと、
主観的健康感・生きがい・幸福感が低いこと、喫煙・飲酒が多いこと、便通の問題がある
こと、身体活動の低下があること、食習慣の変化があったこと、健診・検診受診を受けて
いないこと、教育歴や世帯収入が低いこと、無職やパート・アルバイトの者が多かったこ
と、未婚・離婚・別居の者、配偶者・子供と同居していない者、親と同居している者が多
かったこと、日常の家事・手伝いをしてくれる人が多かったこと、個人的な相談ができる
人の人数が少なかったことが明らかになった。今後、今回の調査データを用いて、既存質
問紙調査を利用した統合失調症患者を判別するロジックの開発につなげる。 
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ーとして登録されている者から抽出した。

統合失調症を有する者は、アンケートモニ

ターのうち統合失調症を有すると申告した

者から募った。正しく統合失調症を有する

者を対象者とするため、現在有する精神障

害の有無と過去の幻聴の経験を改めて尋ね、

統合失調症ではないと考えられる者を除外

した。健康対照者は JACSIS研究（The Japan 

COVID-19 and Society Internet Survey）

の対象者から募った。彼らにも現在および

過去の精神障害の有無と幻聴の経験を改め

て尋ね、精神障害を有する者を除外した。こ

れらのプロセスの詳細を、資料①「対象者選

定プロセス」に示す。回答期間は 2022年 2

月 19 日～28 日であった。統合失調症を有

する者 223人、健康対照者 1776 人から回答

を得た。 

 調査項目は以下の通り、大きく健康状態

と生活状況・社会とのかかわりの 2 つとし

た。項目の詳細は資料②「調査項目」に示す。 

 健康状態 

 生活習慣病、その他の疾患 

 口腔衛生 

 便通 

 睡眠障害 

 喫煙・飲酒、インターネット利用状

況 

 身体活動 

 食習慣 

 健診・検診受診 

 精神症状 

 自覚ストレス 

 主観的健康感、生きがい、幸福感 

 生活状況・社会とのかかわり 

 教育歴、就労状況、収入 

 家族構成 

 ソーシャルサポート 

 統合失調症を有する者と健康対照者の間

で、調査項目に対する回答の差異を t 検定

およびカイ 2乗検定を用いて比較した。 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究はヘルシンキ宣言および人を対象

とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（文部科学省、厚生労働省、経済産業省）

に則って実施した。藤田医科大学医学研究

倫理審査委員会の審査を受け、藤田医科大

学長の承認を得て実施した。 

 

Ｃ．研究結果 

 回答者の平均年齢（標準偏差）は、統合失

調症を有する者が 46 (9)歳、健康対照者が

44 (14)歳であった。有意差はあったが、実

質的に大きな差ではなかった。性比（男性の

割合）は統合失調症を有する者が 52%、健康

対照者が 45%で、有意差はなかった。両群の

都道府県の分布に有意差はなかった。 

 統合失調症を有する者と健康対照者の回

答結果の詳細は資料③「結果」に示す。以下、

健康対照者と比較した時に見られた統合失

調症を有する者の特徴を示す。 

1.健康状態 

1.1.生活習慣病、その他の疾患 

 Body mass index (BMI)が高かった。高血

圧、糖尿病、脂質異常症、痛風、白内障、睡

眠時無呼吸症候群、大腿骨頸部骨折の治療

中の者が多かった。心房細動、高血圧、糖尿

病、脂質異常症、白内障、睡眠時無呼吸症候

群、腰の骨折の既往が多かった。 

1.2.口腔衛生 

 葉の本数に有意な差はなかった。 

1.3.便通 
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 便通に差異はなかった。大便の状態とし

て、下痢便、軟便、硬い便、下痢と便秘を繰

り返すことを訴える者が多かった。 

1.4.睡眠障害 

 睡眠時間は長かった。入眠障害、中途覚

醒、熟眠障害を訴える者が多かった。睡眠薬

を服用する者が多かった。 

1.5.喫煙・飲酒、インターネット利用状況 

喫煙者と過去飲酒者が多かった。喫煙本

数が多かった。インターネット利用時間が

長かった。 

1.6.身体活動 

 移動に何らかの障害があると訴える者が

多かった。立っている時間は短かった。力の

いる作業をしている時間は短かった。 

1.7.食習慣 

 食欲は旺盛で、食べ過ぎてしまうと訴え

た者が多かった。食習慣が変わったと訴え

た者が多く、その理由として多かったのは

病気であった。食べる速さに関する回答頻

度は、かなり早いとかなり遅いの両方にピ

ークがあった。外食頻度は少なかった。 

1.8.健診・検診受診 

 健診・検診を受けていない者が多かった。 

1.9.精神症状 

うつ症状、無力感、他者への信頼の無さを

訴える者が多かった。 

1.10.自覚ストレス 

 自覚ストレスを訴える者が多かった。 

1.11.主観的健康感、生きがい、幸福感 

 主観的健康感が良くない者、生きがいが

ない者、幸福感がない者が多かった。 

2.生活状況・社会とのかかわり 

2.1.教育歴、就労状況、収入 

 教育歴は低く、無職の者が多かった。被雇

用者も正社員は少なく、パート・アルバイト

が多かった。世帯収入は低かった。 

2.2家族構成 

 未婚、離婚、別居の者、配偶者・子供と同

居していない者、親と同居している者が多

かった。 

2.3ソーシャルサポート 

 日常の家事・手伝いをしてくれる人は多

かった。個人的な相談ができる人の人数は

少なかった。 

 

Ｄ．考察 

 日本において統合失調症を有する一般住

民と健康対照者に対してインターネット調

査を行い、健康状態や生活状況・社会とのか

かわりに差異があることを明らかにできた。

健康状態として、生活習慣病やその他の疾

患、便通、睡眠障害、喫煙・飲酒、インター

ネット利用状況、身体活動、食習慣、健診・

検診受診状況、精神症状、自覚ストレス、主

観的健康感、生きがい、幸福感に差があるこ

とが示された。ほとんどの結果は岩田仲生

研究分担者が実施した文献レビューの結果

と類似していたが、肥満・過体重の有病率や

口腔衛生に関する結果はやや異なっていた。

日本の統合失調症を有する者では BMI が高

く、歯の本数は少なくなかった。また、食習

慣については、食欲旺盛であること、食べる

速さが遅い者と早い者の両方がいること、

病気のために食習慣が変わったと考えてい

る者が多かったことは先行研究で見られな

かった所見であった。 

本研究結果を利用して、令和 4 年度に既

存質問紙調査を利用した統合失調症を有す

る者を判別するロジックの開発を行う予定

である。そのような観点からは、日本におけ

る統合失調症を有する一般住民と健康対照
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者の健康状態や生活状況・社会とのかかわ

りについてのデータを収集できたことにも

価値がある。 

 

Ｅ．結論 

日本において統合失調症を有する一般住

民の健康状態や生活状況・社会とのかかわ

りを明らかにした。この結果を利用し、既存

質問紙調査を利用した統合失調症を有する

者を判別するロジックの開発を行う。 

 

Ｆ．研究発表 

１．論文発表 

準備中 

 

２．学会発表 

なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含

む。） 

１．特許取得 

なし 

 

２．実用新案登録 

なし 

 

３．その他 

なし 
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SC1-2 精神障害を現在患っている

• 統合失調症のみあり
• 統合失調症＋片頭痛
• 統合失調症＋睡眠障害
• 統合失調症＋片頭痛＋睡眠障害

その他

対象外SC2 幻聴経験

はい

いいえ

SC3’ 違法薬物使用、
アルコール依存症

該当無し

いずれか、または
両方に該当する

60歳未満 60歳以上

SC4 60歳以降に
初めての幻聴経験

いいえ

はい

対象者

対象者①ａ 統合失調症を有する方

SC3’ 以下のいずれかに該当しますか。
a) 覚せい剤など違法薬物を使用したことがある。
b) アルコール依存症である

回答選択肢
1. いずれか、または両方に該当する
2. いずれも該当しない

資料①対象者選定プロセス
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SC1-2 精神障害を現在患っている

いずれもなし いずれかあり

SC1-1 精神障害を過去に患った

対象外

SC2 幻聴経験

いいえ

はい

SC3 他の精神障害の再確認

該当無し

該当あり

対象者

対象者①ｂ 健常者

いずれもなし いずれかあり

SC3 以下のいずれかに該当しますか。
a) 覚せい剤など違法薬物を使用した

ことがある。
b) アルコール依存症である
c) 精神科で治療を受けたことがある

回答選択肢
1. いずれかに該当する
2. いずれも該当しない
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資料②調査項目
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資料③結果
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厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 

分担研究報告書 

統合失調症等患者が疫学研究に参加する割合と決定要因の探索に関する研究 

研究代表者  太田 充彦 藤田医科大学医学部公衆衛生学講座教授 

Ａ．研究目的 

 人々の健康事象の発生状況を把握し、そ

の関連要因を明らかにするために、大規模

疫学研究が行われている。日本においても

一般住民が対象になる、10 万人以上を長期

間追跡するような大規模疫学研究が数多く

行われている。 

当然ながら大規模疫学研究の実施時には、

対象者になりうる者に対して研究目的・方

法を説明し、同意を得て参加してもらう。こ

の際、対象者となりうる者の全員から同意

が得られるわけではない。例えば、全国 7つ

の地域の一般住民を対象として次世代多目

的コホート研究(JPHC-NEXT Study)（2011～

2016年にベースライン調査を実施）では対

象候補者である 40～74 歳の一般住民

261,939人に参加を呼び掛けたが、参加同意

が得られたのは 115,385 人(44%)であった

(J Epidemiol 2020; 30: 46-54)。 

統合失調症を有する人は有さない人に比

べてうつ症状や他者への不信などが多くみ

られる。このことは岩田仲生分担研究者に

よる文献レビュー、および、李媛英分担研究

者が実施した日本において統合失調症を有

する一般住民と健康対照者を対象としたイ

ンターネット調査においても示された（詳

細は両研究分担者の分担報告書を参照され

たい）。このような特徴から、統合失調症を

有する者に対して大規模疫学研究への参加

を依頼しても、統合失調症を有さない者に

比べて参加に同意する率が低いことが予想

される。この同意率を明らかにすることは、

研究要旨 

統合失調症を有する人は有さない人に比べてうつ症状や他者への不信などが多くみられ

るため、大規模疫学研究への参加を依頼しても、統合失調症を有さない者に比べて参加に

同意する率が低いことが予想される。この同意率を明らかにすることは、既存質問紙調査

を利用した統合失調症患者を判別するロジックを開発し、それを既存の大規模疫学研究

データに当てはめて一般住民における統合失調症有病率を推定する際に不可欠な情報で

ある。令和 3年度は、統合失調症を有する一般住民が大規模疫学研究に参加する率を調べ

る研究のプロトコール作成を行った。藤田医科大学病院精神神経科に統合失調症と診断

されて通院する外来患者を対象に研究を実施して参加率を算出するとともに、参加者の

特性（性別、年齢、有病期間、治療状況、症状の重症度）を要約することとした。令和 4

年度にこのプロトコールに則って研究を実施することとした。 
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既存質問紙調査を利用した統合失調症患者

を判別するロジックを開発し、それを既存

の大規模疫学研究データに当てはめて一般

住民における統合失調症有病率を推定する

際に不可欠な情報である。 

令和 3 年度は、統合失調症を有する一般

住民が大規模疫学研究に参加する率を調べ

る研究のプロトコール作成を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

既存研究論文等の資料や藤田医科大学病

院精神神経科の診療状況を調べ、統合失調

症を有する一般住民が大規模疫学研究に参

加する率を調べる研究のプロトコールを作

成した。 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究で実施したのはプロトコール作成

であるため、研究実施にあたって適用され

る倫理指針は存在しない。 

 

Ｃ．研究結果 

 研究者が調べた限り、統合失調症を有す

る一般住民が大規模疫学研究に参加する率

を報告した先行論文はなかった。 

 作成した研究プロトコールおよびその問

題点・検討事項を図に示す。 

 参加率を調べる調査の対象者は、藤田医

科大学病院精神神経科に統合失調症と診断

されて通院する外来患者とした。診療状況

を確認したところ、総計 300～400人になる

見込みであることが分かった。これらの者

に改めて構造化面接で統合失調症の診断が

正しいかを確認することは行わないことと

した。その理由として、患者のほとんどがこ

れまでに複数の精神科専門医によって統合

失調症と診断されていること、統合失調症

を対象とした研究においては臨床診断で十

分であり構造化面接がないことが研究上の

大きなリミテーションにならないこと、構

造化面接を行うリソースが十分でないこと、

構造化面接が患者に負担を与える可能性が

図．研究の概要 
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あること等が挙げられた。留意すべき点と

して、藤田医科大学病院精神神経科におい

ては患者を対象とした研究が多く行われて

きており、研究への参加に協力的な患者が、

研究があまり行われていない他の病院に比

べて多い可能性がある。その結果として、参

加率が過大評価される可能性がある。 

 調査の第 1 段階として、これらの者に連

絡し、藤田医科大学で行う研究に参加する

意思があるかを尋ねる。これに承諾した者

に対して、外来受診時に「あなたの健康状態

や生活習慣、社会とのかかわりを調べる疫

学研究への参加を依頼された場合、あなた

は参加に承諾しますか」と尋ね、承諾するか

否かを問うこととした。 

 回答率は、連絡を取った藤田医科大学病

院精神神経科に統合失調症と診断されて通

院する外来患者数に対する調査への承諾を

した患者数の割合とした。 

調査に承諾した統合失調症を有する者の

特性を明らかにするために、彼らの性別、年

齢、有病期間（統合失調症の診断が付いた日

から調査時点までを月単位で算出）、治療状

況（受診間隔、治療薬など）、症状の重症度

（ 精 神 科 専 門 医 が Clinical Global 

Impressions - severity of illness（CGI-

S）にて判定）を収集し、要約することとし

た。 

 

Ｄ．考察 

 先行研究や藤田医科大学病院精神神経科

の診療状況を確認し、研究プロトコールを

作成した。令和 4 年度にこのプロトコール

に沿って、統合失調症を有する一般住民が

大規模疫学研究に参加する率を調べる研究

を実施する予定である。 

 先行研究の探索の結果、同様の研究が行

われていないことが分かった。果たして行

われていないかを、今後も論文検索を行っ

て確認する。 

 一定数の対象候補者を確保するために藤

田医科大学病院精神神経科外来患者を対象

に研究を実施することにした。参加率の過

大評価が疑われるようであれば、他の病院

で同様の研究を追試する必要があるかもし

れない。 

 研究への参加を依頼する文面を、既存の

大規模疫学研究研究者へ問い合わせ、実際

に使われたものに近いものにすることが望

ましい。この点を改善する必要がある。 

 令和 4 年度に実際に研究を実施する際に

は、ヘルシンキ宣言および人を対象とする

生命科学・医学系研究に関する倫理指針（文

部科学省、厚生労働省、経済産業省）に則っ

て実施する。藤田医科大学医学研究倫理審

査委員会の審査を受け、藤田医科大学長の

承認を得て実施する。 

 

Ｅ．結論 

 統合失調症を有する一般住民が大規模疫

学研究に参加する率を調べる研究のプロト

コール作成を行った。令和 4 年度に研究を

実施し、参加率と参加する者の特性を明ら

かにすることとした。 

 

Ｆ．研究発表 

１．論文発表 

なし 

 

２．学会発表 

なし 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含

む。） 

１．特許取得 

なし 

 

２．実用新案登録 

なし 

 

３．その他 

なし 
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厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 

分担研究報告書 

レセプト病名と処方薬を組み合わせた統合失調症等患者の抽出の妥当性に関する研究

研究代表者  岸 太郎 藤田医科大学医学部精神神経科学准教授 

Ａ．研究目的 

日本において統合失調症患者の正確な有

病率は不明である。これを明らかにする手

掛かりとして、医療機関が医療保険者へ向

けて発行する診療報酬明細書（レセプト）の

利用が考えられる。レセプトは保険診療で

ある限り必ず医療機関が発行し、審査支払

機関を通じて保険者にデータが蓄積される。

ナショナルデータベース（NDB）は高齢者の

医療の確保に関する法律を根拠として、特

定健診および特定保健指導情報、ならびに

レセプト情報を保険者より集め、厚生労働

省保険局において管理されるデータベース

である。このようなレセプト情報・データベ

ースを用いてある疾病の患者数を把握する

ことが理論上可能である。 

ここで問題になるのは、レセプトに記載

された病名の正確さである。レセプトの病

名（疑い病名も含む）として統合失調症が挙

がっている場合、正しく統合失調症である

場合のほか、正しい診断ではない場合、統合

失調症が寛解した後も漫然と病名が残って

いる場合、統合失調症にのみ適用される薬

の適応外使用のために付与されている場合

なども考えられる。したがって、レセプトの

病名として統合失調症の件数を拾い上げる

だけでは、患者数や有病率を過大評価する

可能性がある。 

本研究の目的は、レセプトの病名に統合

失調症と記載されている者が正しく統合失

調症であることの感度・特異度を算出する

研究プロトコールを作成することである。

この研究においては、レセプト病名「統合失

調症」に加えて統合失調症の治療に使用さ

れる処方薬の情報を加えることによって感

度・特異度が変わるかも調べる。病名だけで

研究要旨 

診療報酬明細書（レセプト）データを用いて統合失調症患者数・有病率を推定するために

は、レセプト病名だけでその疾病の患者が正しく拾い上げられるかを調べておく必要が

ある。令和 3年度は、レセプトの病名に統合失調症と記載されている者が正しく統合失調

症であることの感度・特異度を算出する研究プロトコールを作成した。レセプトの病名

「統合失調症」と処方されうる抗精神病薬の組み合わせを作成し、精神科専門医が判定し

た統合失調症に対する感度・特異度を算出することとした。そのために、統合失調症との

レセプト病名で処方される抗精神病薬をリストアップした。令和 4 年度にこのプロトコ

ールに則って研究を実施することとした。 
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なく処方薬の情報を加えることで感度・特

異度がより高くなることを想定した。令和 3

年度はこのプロトコール作成を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

既存研究論文等の資料や藤田医科大学病

院精神神経科の診療状況を調べ、レセプト

の病名に統合失調症と記載されている者が

正しく統合失調症であることの感度・特異

度を算出するための研究プロトコールを作

成した。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究で実施したのはプロトコール作成

であるため、研究実施にあたって適用され

る倫理指針は存在しない。 

 

Ｃ．研究結果 

研究は藤田医科大学病院において行うこ

ととした。対象となるレセプトの病名は統

合失調症、統合失調感情障害、統合失調症様

障害、および妄想性障害とした。これに加え

て抗精神病薬などを処方されている者のレ

セプトを藤田医科大学病院精神神経科にて

治療中の患者から抽出することとした。こ

の際に抽出条件となる抗精神病薬は藤田医

科大学病院において統合失調症のレセプト

病名で処方される抗精神病薬であり、これ

をリストアップした（資料「藤田医科大学病

院にて精神科医が統合失調症の治療に処方

する可能性がある薬剤一覧」）。 

抽出したレセプトを精神科専門医が精査

し、患者が統合失調症であるかを判定する

こととした。判定は臨床診断とし、構造化面

接を実施して確認することは行わないこと

とした。その理由として、統合失調症を対象

とした研究においては臨床診断で十分であ

り構造化面接がないことが研究上の大きな

リミテーションにならないこと、構造化面

接を行うリソースが十分でないこと、構造

化面接が患者に負担を与える可能性がある

こと等が挙げられた。抽出するレセプト数

は 150を予定した。 

 レセプト病名と処方薬の組合せを以下の

例示のように作成し、それぞれについて精

神科専門医の判定に対する感度・特異度を

算出することとした。 

 レセプト病名「統合失調症」のみ 

 レセプト病名「統合失調症」＋処方薬 A 

 レセプト病名「統合失調症」＋処方薬 A

＋処方薬 B 

 … 

 

Ｄ．考察 

先行研究や藤田医科大学病院精神神経科

の診療状況を確認し、研究プロトコールを

作成した。令和 4 年度にこのプロトコール

に沿って、レセプトの病名に統合失調症と

記載されている者が正しく統合失調症であ

ることの感度・特異度を算出するための研

究を実施する予定である。 

レセプト病名と処方薬の組合せは多数に

上ることが予想される。実際に抽出したレ

セプトを見て、処方症例数の少ない処方薬

は除外するなどして、組合せ数を調整する

ことになると考える。 

抽出したレセプトを精神科専門医が精査

して患者が統合失調症であるかを判定する

こととしたが、この時の統合失調症の診断

が妥当かも問題となりうる。本研究におい

て精神科専門医が統合失調症であると判定

した基準を文書化しておく必要があるかも
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しれない。 

令和 4 年度に実際に研究を実施する際に

は、ヘルシンキ宣言および人を対象とする

生命科学・医学系研究に関する倫理指針（文

部科学省、厚生労働省、経済産業省）に則っ

て実施する。藤田医科大学医学研究倫理審

査委員会の審査を受け、藤田医科大学長の

承認を得て実施する。 

 

Ｅ．結論 

 レセプトの病名に統合失調症と記載され

ている者が正しく統合失調症であることの

感度・特異度を算出するための研究の実施

に向けて、研究プロトコールを作成した。令

和 4 年度に研究を実施し、感度・特異度を

算出して妥当性を検証する予定である。 

 

Ｆ．研究発表 

１．論文発表 

なし 

 

２．学会発表 

なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含

む。） 

１．特許取得 

なし 

 

２．実用新案登録 

なし 

 

３．その他 

なし 
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資料　藤田医科大学病院にて統合失調症のレセプト病名で処方される抗精神病薬
薬剤名 剤型・種類 商品名 適応疾患 実臨床での使用実態（印象）

経口薬 リスパダール 統合失調症・小児期自閉スペクトラム症・
（適応外だが器質疾患の精神症状）

精神疾患問わず焦燥の屯用使用・認知
症・せん妄

持効性注射薬 リスパダールコンスタ 統合失調症
経口薬 インヴェガ 統合失調症
持効性注射薬 ゼプリオン 統合失調症

ペロスピロン 経口薬 ルーラン 統合失調症・（適応外だが器質疾患の精神
症状）

認知症

経口薬 ロナセン 統合失調症
貼付剤 ロナセンテープ 統合失調症

オランザピン 経口薬 ジプレキサ・ジプレキサザイヂィス 統合失調症・双極性障害・抗悪性腫瘍剤投
与に伴う消化器症状

精神疾患問わず焦燥の屯用使用・認知
症・せん妄

経口薬（即放錠） セロクエル 統合失調症・（適応外だが器質疾患の精神
症状）

精神疾患問わず不眠・認知症・せん妄

経口薬（徐放錠） ビプレッソ 双極性障害
クロザピン 経口薬 クロザリル 治療抵抗性統合失調症

経口薬 エビリファイ 統合失調症・双極性障害・うつ病・小児期自
閉スペクトラム症

精神疾患問わず焦燥の屯用使用・認知
症・せん妄

持効性注射薬 エビリファイ持続性水懸筋注 統合失調症・双極性障害
ルラシドン 経口薬 ラツーダ 統合失調症・双極性障害
アセナピン 経口薬 シクレスト 統合失調症 精神疾患問わず焦燥の屯用使用・認知

症・せん妄
定型抗精神病薬 ハロペリドール 経口薬 セレネース 統合失調症・双極性障害・（適応外だが器

質疾患の精神症状）

ゼプリオンにはブルーレターが出ており、持効性注射薬は添付文書通り使用している患者が多いと思われる
クロザピンの使用に際しては登録が必要であり、治療抵抗性統合失調症のみに使用されていると思われる

非定型抗精神病薬 リスペリドン

パリペリドン

ブロナンセリン

クエチアピン

アリピプラゾール
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厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 

分担研究報告書 

大規模レセプトデータベースによる入院および入院外統合失調症等有病率の推計 

に関する研究 

研究分担者  谷原 真一  久留米大学医学部公衆衛生学講座教授 

研究要旨 

近年、ナショナルデータベース（NDB）を代表とする各種の大規模レセプトデータベースが

特定の傷病の受療率の検討に用いられるが、生活保護の医療扶助のレセプトのデータを含む

レセプトデータベースはごく限られている。生活保護受給者の性・年齢構成を考慮した上で

生活保護受給者における統合失調症による医療扶助の状況を検討し、生活保護受給者がレセ

プトデータを用いた推計から除外されることが与える影響を評価した。 

平成26～令和2（2014～2019）年の厚生労働省社会・援護局保護課「被保護者調査」月次調

査より６月審査分の「統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害」の件数から１か月平

均被保護実人員および10月1日時点推計人口による人口一万人当たりの統合失調症による医療

扶助件数を算出した。さらに、生活保護受給者と推計人口の性・年齢構成を比較した。その

結果、生活保護受給者の性・年齢構成は推計人口と大きく異なることが明らかとなった。生

活保護被保護実人員の2％強が統合失調症による医療扶助件数を受けていると推定でき、生活

保護対象者における統合失調症の有病率は一般人口より高いと言える。しかし、人口一万人

当たり生活保護受給者かつ統合失調症による医療扶助を受けている者の割合は3.37～3.62の

範囲であり、先行研究から人口一万人当たりの統合失調症の有病率は70～100人（0.7～

1.0%）とされており、生活保護受給者を統合失調症の有病率推計から除外することの影響は

小さいと考えられた。 

Ａ．研究目的 

近年、高齢者の医療の確保に関する法律」

に基づき作成される、医療機関が医療保険者

へ向けて発行する診療報酬明細書（レセプ

ト）情報と特定健診・特定保健指導情報を個

人の特定ができない形でデータベース化され

たナショナルデータベース（NDB）など、レ

セプト情報を用いた大規模データベースによ

り様々な疾病の受療率などが検討されてい

る。レセプトは保険診療である限り、必ず審

査支払機関を通じて保険者にデータが蓄積さ

れる。そのため、難病などの特定の疾患の患

者数を医療機関に照会する形で実施される疫

学調査の大きな問題である調査への回答率の

影響を無視することが可能である。しかしな

がら、レセプトに収載される情報は保険診療

制度の影響を受けており、通常の疫学調査で

用いられる調査票から得られる情報とは異な

る性質を有する。 

レセプトは保険者単位で集積される。その

ため、データベースに収載されない保険者に

ついては状況を把握できない。中でも、生活

保護受給者における医療扶助については、大

半のレセプトデータベースでは収載されてい
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ない。生活保護における医療扶助人員のう

ち、入院の約 4割が精神病とされており、生

活保護受給者は統合失調症有病率の高い集団

と推定できる。本研究は、大規模レセプトデ

ータベースを用いて統合失調症の受療率（有

病率）を推定する際に生活保護受給者が除外

されることの影響を推計することを目的とし

た。 

 

Ｂ．研究方法 

平成 26年および 29年の総務省推計人口

（総人口、確定値）と同年の厚生労働省社会

・援護局保護課「被保護者調査」月次調査に

よる 6月分の性・年齢階級別被保護実人員の

比較を行った。具体的には、性別に 5歳年齢

階級別の人口（被保護実人員）割合を算出し

た。その後、平成 26～令和 2（2014～2019）

年の被保護者調査より、6月分の１か月平均

被保護実人員あたりの統合失調症による医療

扶助件数を算出した。また、各年 10 月 1日

時点の推計人口を用いて、人口一万人当たり

の生活保護受給者かつ統合失調症による医療

扶助を受けている者の割合を求めた。 

（倫理面への配慮） 

本研究は全て公開された政府統計のみを用

いており、研究実施にあたって適用される倫

理指針は存在しない。 

 

Ｃ．研究結果 

平成 26年と 29年の総務省推計人口（総人

口、確定値）では（図 1，図 2）、いずれの

年も男女ともに 65-74 歳と 40-54 歳の２つの

年齢階級にピークが認められた。また 39歳

以下の年齢階級では 20-24 歳の年齢階級にわ

ずかな山を認めるものの、おおむね年齢が下

がるにつれて人口が減少していた。 

「被保護者調査」による 6月の性・年齢別

被保護人員数では（図 3，図 4）、男では

65-69歳、女では 75-79歳の年齢階級が最も

多くなっていた。90 歳以上の男を除けば、

男女とも 20-24歳がもっとも少なくなってい

た。男では 20-24歳から最大である 65-69歳

までは単調に増加していたが、女では 20-24

歳から最大である 75-79歳の中間の 45-49歳

の年齢階級にピークが認められた。0-19歳

の年齢階級では男女とも 10-14歳がもっとも

多くなっていた。 

平成 26～令和 2（2014～2019）年 6月審査

分の生活保護受給者かつ統合失調症による医

療扶助の件数が最小だったのは令和 2

（2020）年の 42,486件、最大だったのは平

成 26（2014）年の 45,996件であり、最大と

最小の格差は 1.08倍であった。また、１か

月平均被保護実人員あたりの統合失調症によ

る医療扶助件数の最小値は平成 29（2017）

年の 0.0209、最大値は平成 28（2016）年の

0.0217 であり、最大と最小の格差は 1.04 倍

であった。さらに、人口一万人当たり生活保

護受給者かつ統合失調症による医療扶助を受

けている者の割合の最小値は令和 2（2020）

年の 3.37人、最大値は平成 28（2016）年の

3.62人であり、最大と最小の格差は 1.07 倍

であった。 

 

Ｄ．考察 

生活保護受給者の性・年齢構成はわが国の

推計人口とは大きく異なっていた。生活保護

受給者の年齢構成の大きな特徴の一つであっ

た 20-30歳代が少なかったことは親世代に扶

養されているためと考えられる。また、60

歳以降の年齢で大きく増加するのは定年によ

る退職の影響と考えられる。生活保護受給者

の年齢構成と推計人口の年齢構成に若干の男

女差が認められたのは、男性が女性を扶養す

る場合が多いために生じたと考えられる。今

後、生活保護受給者の医療扶助需給状況を検

討する上では、性・年齢構成の違いを考慮す

ることは必須である。 

 本研究の結果から、生活保護被保護実人員

の 2％強が統合失調症による医療扶助件数を

受けていると推定できた。先行研究では統合

失調症の有病率は 0.7～1％程度とされてお
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り、生活保護対象者における統合失調症の有

病率は一般人口より高いと言える。しかしな

がら、しかし、人口一万人当たりの生活保護

受給者かつ統合失調症による医療扶助を受け

ている者の人数は 3.37～3.62の範囲と推計

された。先行研究から人口一万人当たりの統

合失調症の患者数を推計すると 70～100人

（有病率：0.7～1.0%）となり、これに生活

保護受給者かつ統合失調症による医療扶助を

受けている者が占める割合は 3～5％程度と

推定され、生活保護受給者を統合失調症の有

病率推計から除外することの影響は大きくな

いと考えられた。 

 

Ｆ．研究発表 

１．論文発表 

該当事項なし 

 

２．学会発表 

１）谷原真一、岸太郎、太田充彦、李媛英、

松永眞章、He Yupeng、岩田仲生．生活保護

受給者における統合失調症による医療扶助の

状況． 

第 23回日本健康支援学会年次学術大会

（2022.03） 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含

む） 

１．特許取得 

 なし。 

２．実用新案登録 

 なし。 

３．その他 

 なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1. 2014 年 6 月推計人口 
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2014年 6月 1日現在総務省推計人口 

 

 

 

図 1. 2017 年 6 月推計人口 

 

（単位・1000人） 

2017年 6月 1日現在総務省推計人口 

 

図 3. 2014 年 6 月被保護者数 
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（単位・人） 

2014年 6月分被保護実人員（被保護者調査による） 

 

図 4. 2017 年 6 月被保護者数 
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別添６ 
 

「厚生労働科学研究費における倫理審査及び利益相反の管理の状況に関する報告について 
 

 
令和 ４年 ５月 ２５日 

厚生労働大臣                                         
（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長） 
                              機関名 藤田医科大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 湯澤 由紀夫     
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 
１．研究事業名 厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業）                                         

２．研究課題名 大規模疫学研究データと診療報酬明細書（レセプト）データを用いた一般住民における

入院外統合失調症及び統合失調症関連障害の有病率推定方法の開発                                         

３．研究者名  （所属部署・職名）医学部公衆衛生学講座・教授                                  

    （氏名・フリガナ）太田 充彦・オオタ アツヒコ                                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 ■   □ ■ 
藤田医科大学医学研究倫理

審査委員会 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名称：                 ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ
ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                  

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                  

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 
  



 
令和 ４年 ５月 ２５日 

厚生労働大臣                                         
（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長） 
                              機関名 藤田医科大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 湯澤 由紀夫     
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 
１．研究事業名 厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業）                                         

２．研究課題名 大規模疫学研究データと診療報酬明細書（レセプト）データを用いた一般住民における

入院外統合失調症及び統合失調症関連障害の有病率推定方法の開発                                         

３．研究者名  （所属部署・職名）医学部精神神経科学講座・教授                                  

    （氏名・フリガナ）岩田 仲生・イワタ ナカオ                                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※

2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名称：                ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ
ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                  

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                  

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 
  



 
令和４年５月１２日 

厚生労働大臣                                         
  （国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長） 
                              機関名  久留米大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 内村 直尚        
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 
１．研究事業名  障害者政策総合研究事業                                         

２．研究課題名  大規模疫学研究データと診療報酬明細書（レセプト）データを用いた一般住民におけ

る入院外統合失調症及び統合失調症関連障害の有病率推定方法の開発                                         

３．研究者名  （所属部署・職名） 医学部公衆衛生学講座・教授                                 

    （氏名・フリガナ） 谷原真一・タニハラシンイチ                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※

2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ
ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                  

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                  

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 
  



 
令和 ４年 ５月 ２５日 

厚生労働大臣                                         
（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長） 
                              機関名 藤田医科大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 湯澤 由紀夫     
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 
１．研究事業名 厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業）                                         

２．研究課題名 大規模疫学研究データと診療報酬明細書（レセプト）データを用いた一般住民における

入院外統合失調症及び統合失調症関連障害の有病率推定方法の開発                                         

３．研究者名  （所属部署・職名）医学部精神神経科学講座・准教授                                  

    （氏名・フリガナ）岸 太郎・キシ タロウ                                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※

2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名称：                ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ
ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                  

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                  

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 
  



 
令和 ４年 ５月 ２５日 

厚生労働大臣                                         
（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長） 
                              機関名 藤田医科大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 湯澤 由紀夫     
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 
１．研究事業名 厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業）                                         

２．研究課題名 大規模疫学研究データと診療報酬明細書（レセプト）データを用いた一般住民における

入院外統合失調症及び統合失調症関連障害の有病率推定方法の開発                                         

３．研究者名  （所属部署・職名）医学部公衆衛生学講座・助教                                  

    （氏名・フリガナ）李 媛英・リ エンエイ                                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※

2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 ■   □ ■ 
藤田医科大学医学研究倫理

審査委員会 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名称：                 ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ
ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                  

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                  

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 


